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現 行 改 正 後 

Ⅲ 銀行監督に係る事務処理上の留意点 

Ⅲ－４ 銀行法等に係る事務処理 

Ⅲ－４－６ 自己資本比率の計算 

Ⅲ－４－６－２ 他の金融機関等向け出資の調整項目に係る除外事由該

当性のチェック 

告示第 29 条第９項第１号又は第 41 条第８項第１号では、「その存続が

極めて困難であると認められる者の救済又は処理のための資金の援助を

行うことを目的として保有することとなった資本調達手段」については、

当該資本調達手段の保有に係る特殊事情その他の事情を勘案して金融庁

長官が承認した場合に限り、当該承認において認められた期間、コア資本

に係る調整項目の額を算出する場合における当該算出の対象から除外す

ることができるものとされている。 

この場合において、その存続が極めて困難であると認められるか否か

は、銀行による資本調達手段の取得時点における当該資本調達手段の発行

者の財政状態及び経営成績並びに経済情勢及び経営環境その他の事情を

総合的に勘案して判断するものとし、例えば、業務若しくは財産の状況に

照らし預金等の払戻しを停止するおそれのある金融機関又は預金等の払

戻しを停止した金融機関が含まれる。 

（注）したがって、かかる資本調達手段には、預金保険法第 65 条に規定

する適格性の認定等に係る同法第 59 条第２項に規定する合併等の際に

保有することとなった同条第１項に規定する救済金融機関及び救済銀

行持株会社等の資本調達手段も含まれる。 

また、上記取扱いが認められる期間は、上記事情に加えて、当該資本

調達手段の発行者の規模及び金融システムにおける重要性、当該資本調

達手段の種類及び保有額、銀行の資本の状況、銀行が当該資本調達手段

を保有することとなった経緯及び目的その他の背景事情並びに当該発

行者と銀行の関係その他の当該資本調達手段の保有に係る事情を総合

Ⅲ 銀行監督に係る事務処理上の留意点 

Ⅲ－４ 銀行法等に係る事務処理 

Ⅲ－４－６ 自己資本比率の計算 

Ⅲ－４－６－２ 他の金融機関等向け出資の調整項目に係る除外事由該

当性のチェック 

告示第 29 条第９項第１号又は第 41 条第８項第１号では、「その存続が

極めて困難であると認められる者の救済又は処理のための資金の援助を

行うことを目的として保有することとなった資本調達手段」については、

当該資本調達手段の保有に係る特殊事情その他の事情を勘案して金融庁

長官が承認した場合に限り、当該承認において認められた期間、コア資本

に係る調整項目の額を算出する場合における当該算出の対象から除外す

ることができるものとされている。 

この場合において、その存続が極めて困難であると認められるか否か

は、銀行による資本調達手段の取得時点における当該資本調達手段の発行

者の財政状態及び経営成績並びに経済情勢及び経営環境その他の事情を

総合的に勘案して判断するものとし、例えば、業務若しくは財産の状況に

照らし預金等の払戻しを停止するおそれのある金融機関又は預金等の払

戻しを停止した金融機関が含まれる。 

（注）したがって、かかる資本調達手段には、預金保険法第 65 条に規定

する適格性の認定等に係る同法第 59 条第２項に規定する合併等の際に

保有することとなった同条第１項に規定する救済金融機関及び救済銀

行持株会社等の資本調達手段も含まれる。 

また、上記取扱いが認められる期間は、上記事情に加えて、当該資本

調達手段の発行者の規模及び金融システムにおける重要性、当該資本調

達手段の種類及び保有額、銀行の資本の状況、銀行が当該資本調達手段

を保有することとなった経緯及び目的その他の背景事情並びに当該発

行者と銀行の関係その他の当該資本調達手段の保有に係る事情を総合
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的に勘案して、当該資本調達手段を取得した日から 10 年を基本としつ

つ、期間の伸長・縮減や、激変緩和措置としての対象範囲の段階的縮減

を認めるなど、金融システムの安定に鑑み合理的に必要と認められる期

間を定めるものとする。 

なお、銀行による承認の申請については、原則として、対象となる資

本調達手段の取得と同時又はその直後までに行うことが求められる。 

的に勘案して、当該資本調達手段を取得した日から 10 年を基本としつ

つ、期間の伸長・縮減や、激変緩和措置としての対象範囲の段階的縮減

を認めるなど、金融システムの安定に鑑み合理的に必要と認められる期

間を定めるものとする。 

なお、銀行による承認の申請については、原則として、対象となる資

本調達手段の取得と同時又はその直後までに行うことが求められる。 

さらに、告示第 29 条第９項第２号又は第 41 条第８項第２号では、「そ

の存続が極めて困難となるおそれがあると認められる者に対する資金の

援助その他の経営改善のための支援を行うことを目的として保有するこ

ととなった資本調達手段」についても、当該資本調達手段の保有に係る特

殊事情その他の事情を勘案して金融庁長官が承認した場合に限り、当該承

認において認められた期間、コア資本に係る調整項目の額を算出する場合

における当該算出の対象から除外することができるものとされている。 

この場合において、その存続が極めて困難となるおそれがあると認めら

れるか否かは、銀行による資本調達手段の取得時点における当該資本調達

手段の発行者の財政状態及び経営成績並びに経済情勢及び経営環境のみ

ならず、地域における金融仲介機能を継続的に発揮するための持続可能な

収益性及び将来にわたる健全性その他の事情を総合的に勘案して判断す

るものとし、例えば、銀行による資本調達手段の取得時点では最低所要自

己資本比率を下回る状況にはないものの、合理的な事業計画に基づく収益

の推移等を踏まえると、資金の援助その他の経営改善のための支援を受け

られなければ、将来の一定期間に、最低所要自己資本比率を下回るおそれ

が見込まれる金融機関等が含まれる。 

また、上記取扱いが認められる期間は、上記事情に加えて、当該資本調

達手段の発行者の規模及び金融システムにおける重要性、当該資本調達手

段の種類及び保有額、銀行の資本の状況、銀行が当該資本調達手段を保有

することとなった経緯及び目的その他の背景事情、銀行が当該資本調達手

段を一時的に保有することに伴う発行者の経営改善の見込み及びそれに

よる地域における金融仲介機能の継続的な発揮への寄与の状況並びに当

該発行者と銀行の関係その他の当該資本調達手段の保有に係る事情を総

合的に勘案して、当該資本調達手段を取得した日から５年を基本としつ
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つ、期間の伸長・縮減や、激変緩和措置としての対象範囲の段階的縮減を

認めるなど、金融システムの安定に鑑み合理的に必要と認められる期間を

定めるものとする。 

なお、銀行による承認の申請については、原則として、対象となる資本

調達手段の取得と同時又はその直後までに行うことが求められる。


